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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
　2026年３月24日付けで提出した有価証券届出書、2026年３月30日付けで提出した有価証券届出書の訂正届出書及び

2026年６月26日付で提出した有価証券届出書の訂正届出書について、本第三者割当の実行について必要とされる国内外

の競争法、国内外の対内直接投資に係る法令等及び、Foreign Subsidies Regulationに基づく必要な手続及び対応が完

了し、2026年８月31日に本第三者割当の払込みが行われる見込みとなったことに伴い、これに関する事項を訂正するた

め、有価証券届出書の訂正届出書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　証券情報

第１　募集要項

１　新規発行株式

２　株式募集の方法及び条件

(2）募集の条件

第３　第三者割当の場合の特記事項

７　株式併合等の予定の有無及び内容

第三部　参照情報

第１　参照書類

第２　参照書類の補完情報

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿罫で示しております。
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　　（訂正前）

第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 366,666,666株

完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社におけ

る標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１　本有価証券届出書による新規発行株式（以下「本新株式」といいます。）の発行（以下「本第三者割当」と

いいます。）は、2026年３月24日付の当社取締役会決議によります。

なお、本第三者割当は、①金融商品取引法に基づく届出の効力発生、②2026年６月26日開催の当社定時株主

総会（以下「本定時株主総会」といいます。）において本第三者割当の実施に必要な議案（本第三者割当の

実施に必要となる当社の発行可能株式総数の増加のための定款の一部変更に係る議案を含みます。以下「本

第三者割当関連議案」といいます。）、及び当社普通株式122,222,222株を１株に併合し当社の株主を割当

予定先のみとする株式併合（以下「本株式併合」といいます。）に係る議案及び単元株式数の定めの廃止に

関する定款の一部変更に係る議案（以下、本第三者割当関連議案と併せて「本定時株主総会付議議案」とい

います。）が承認されること、並びに③本第三者割当の実行について必要とされる各国の競争当局の企業結

合に関する届出許可等、各国の関係当局の許認可等が得られることを含む本前提条件（下記「第３　第三者

割当の場合の特記事項」の「１　割当予定先の状況」の「ｃ．割当予定先の選定理由」の「(1）本第三者割

当に至る経緯」の「④　関連契約の主要な合意事項」の「（ア）割当予定先との本株式引受契約」に定義し

ます。）が充足されること（又は放棄されていること）を条件としています。なお、本定時株主総会付議議

案は、本定時株主総会において、承認されました。

（後略）

 

　　（訂正後）

種類 発行数 内容

普通株式 366,666,666株

完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社におけ

る標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１　本有価証券届出書による新規発行株式（以下「本新株式」といいます。）の発行（以下「本第三者割当」と

いいます。）は、2026年３月24日付の当社取締役会決議によります。

なお、本第三者割当は、①金融商品取引法に基づく届出の効力発生、②2026年６月26日開催の当社定時株主

総会（以下「本定時株主総会」といいます。）において本第三者割当の実施に必要な議案（本第三者割当の

実施に必要となる当社の発行可能株式総数の増加のための定款の一部変更に係る議案を含みます。以下「本

第三者割当関連議案」といいます。）、及び当社普通株式122,222,222株を１株に併合し当社の株主を割当

予定先のみとする株式併合（以下「本株式併合」といいます。）に係る議案及び単元株式数の定めの廃止に

関する定款の一部変更に係る議案（以下、本第三者割当関連議案と併せて「本定時株主総会付議議案」とい

います。）が承認されること、並びに③本第三者割当の実行について必要とされる各国の競争当局の企業結

合に関する届出許可等、各国の関係当局の許認可等が得られることを含む本前提条件（下記「第３　第三者

割当の場合の特記事項」の「１　割当予定先の状況」の「ｃ．割当予定先の選定理由」の「(1）本第三者割

当に至る経緯」の「④　関連契約の主要な合意事項」の「（ア）割当予定先との本株式引受契約」に定義し

ます。）が充足されること（又は放棄されていること）を条件としています。なお、本定時株主総会付議議

案は、本定時株主総会において、承認されました。また、本許認可等（下記「２　株式募集の方法及び条

件」の「(2）募集の条件」に定義します。）については、クリアランスの取得が完了しております。

（後略）

 

EDINET提出書類

日本板硝子株式会社(E01121)

訂正有価証券届出書（参照方式）

3/6



２【株式募集の方法及び条件】

（２）【募集の条件】

　　（訂正前）

（前略）

５　本新株式の発行は、金融商品取引法に基づく届出の効力発生、本定時株主総会において本第三者割当関連議

案及び本株式併合に係る議案が承認されること、並びに本第三者割当の実行について必要とされる各国の競

争当局の企業結合に関する届出許可等が得られること等の本前提条件が充足されていること（又は放棄され

ていること）を条件としています。なお、本定時株主総会付議議案は、本定時株主総会において、承認され

ました。

６　本第三者割当に関して、2026年６月30日（火）から2027年３月31日（水）までを会社法上の払込期間として

決議しております。この期間を払込期間とした理由は、上記（注）５に記載のとおり、本新株式の発行は、

当社及び割当予定先との間で締結した株式引受契約（以下「本株式引受契約」といいます。）に基づき、本

第三者割当関連議案及び本株式併合に係る議案の全てが本定時株主総会において承認可決されること並びに

本第三者割当の実行に必要となる国内外の競争法、国内外の対内直接投資に係る法令等及びForeign

Subsidies Regulationに基づく必要な手続及び対応（以下「本許認可等」といいます。）が完了しているこ

と等を本前提条件としているところ、本前提条件の成立時期を現時点で正確に予想することが困難であるた

めです。

（後略）

 

　　（訂正後）

（前略）

５　本新株式の発行は、金融商品取引法に基づく届出の効力発生、本定時株主総会において本第三者割当関連議

案及び本株式併合に係る議案が承認されること、並びに本第三者割当の実行について必要とされる各国の競

争当局の企業結合に関する届出許可等が得られること等の本前提条件が充足されていること（又は放棄され

ていること）を条件としています。なお、本定時株主総会付議議案は、本定時株主総会において、承認され

ました。また、本許認可等については、クリアランスの取得が完了しております。

６　本第三者割当に関して、2026年６月30日（火）から2027年３月31日（水）までを会社法上の払込期間として

決議しております。この期間を払込期間とした理由は、上記（注）５に記載のとおり、本新株式の発行は、

当社及び割当予定先との間で締結した株式引受契約（以下「本株式引受契約」といいます。）に基づき、本

第三者割当関連議案及び本株式併合に係る議案の全てが本定時株主総会において承認可決されること並びに

本第三者割当の実行に必要となる国内外の競争法、国内外の対内直接投資に係る法令等及びForeign

Subsidies Regulationに基づく必要な手続及び対応（以下「本許認可等」といいます。）が完了しているこ

と等を本前提条件としているところ、本前提条件の成立時期を現時点で正確に予想することが困難であるた

めです。なお、本定時株主総会付議議案は、本定時株主総会において承認されました。また、本許認可等に

ついてはクリアランスの取得が完了し、本第三者割当に係る払込みは2026年８月31日に行われる予定です。

（後略）
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　　（訂正前）

(2）株式併合の要旨

①　株式併合の日程

　本第三者割当の実行は、本前提条件の充足を条件としています。なお、本定時株主総会による決議は、会社法

第206条の２第４項の定める株主総会決議による承認を兼ねるものであります。また、本株式併合は、本第三者

割当に係る本新株式が全て発行されることを条件に実施されるものであるため、本日開催の取締役会では、本株

式併合に関して、以下のとおり、本第三者割当に係る本新株式が全て発行される時点に応じて、複数の効力発生

日（以下「本株式併合効力発生日」といいます。）を定めることについて決議をしております。

（後略）

 

　　（訂正後）

(2）株式併合の要旨

①　株式併合の日程

　本第三者割当の実行は、本前提条件の充足を条件としています。なお、本定時株主総会による決議は、会社法

第206条の２第４項の定める株主総会決議による承認を兼ねるものであります。また、本株式併合は、本第三者

割当に係る本新株式が全て発行されることを条件に実施されるものであるため、本日開催の取締役会では、本株

式併合に関して、以下のとおり、本第三者割当に係る本新株式が全て発行される時点に応じて、複数の効力発生

日（以下「本株式併合効力発生日」といいます。）を定めることについて決議をしております。

　なお、本第三者割当に係る本新株式は2026年８月31日に全て発行される予定であるため、本株式併合効力発生

日は2026年９月30日となる予定です。

（後略）
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第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

　　（訂正前）

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本訂正届出書提出日（2026年６月26日）までに、以下の臨時報告書を提出

(1）金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に

基づく臨時報告書を2026年６月26日に関東財務局長に提出

（後略）

 

　　（訂正後）

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本訂正届出書提出日（2026年６月26日）までに、以下の臨時報告書を提出

(1）金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に

基づく臨時報告書を2026年６月26日に関東財務局長に提出

(2）金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の４の規定に

基づく臨時報告書を2026年８月12日に関東財務局長に提出

（後略）

 

第２【参照書類の補完情報】
　　（訂正前）

　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書（以下「有価証券報告書」といいます。）に記載された「事業等のリ

スク」について、当該有価証券報告書の提出日以後本訂正届出書提出日（2026年６月26日）までの間において生じた変

更その他の事由はありません。

　また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本訂正届出書提出日（2026年６

月26日）現在において変更の必要はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項もないと判断しております。

 

　　（訂正後）

　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書（以下「有価証券報告書」といいます。）に記載された「事業等のリ

スク」について、当該有価証券報告書の提出日以後本訂正届出書提出日（2026年８月21日）までの間において生じた変

更その他の事由はありません。

　また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本訂正届出書提出日（2026年８

月21日）現在において変更の必要はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項もないと判断しております。
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